
 入札公告 
  

 
次のとおり一般競争入札に付します。 
令和８年４月２３日 
                   国立研究開発法人国立環境研究所 
                          理事長 大島 義人 
 
１．競争入札に付する事項 

 （１）件  名：【電子入札システム対応】令和７年度国立研究開発法人国立環境研究所 
新棟建設に伴う排水切り回し工事  

（２）工  期：契約締結日から令和８年９月３０日まで 
  （３）工事内容：入札説明書による。 

 （４）工事場所：入札説明書による。 
 （５）本工事は、現場閉所により完全週休２日を確保する「週休２日制工事（現場閉所

型）（完全週休２日（土日）Ⅰ型）」の対象工事である。 
 

２．競争参加資格 

 （１）令和７・８年度環境省競争参加資格（建設工事等）の土木工事において、「Ｃ」又
は「Ｄ」の等級に格付けされており、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県又は東京都内
に本店、支店又は営業所を有する者であること。 

 （２）国立研究開発法人国立環境研究所契約事務取扱細則第５条の規定に該当しない者で
あること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要
な同意を得ている者については、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

 （３）国立研究開発法人国立環境研究所契約事務取扱細則第６条の規定に該当しない者で
あること。 

 （４）契約者等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
 （５）入札説明書において示す暴力団排除等に関する誓約事項に誓約できる者であるこ

と。 
（６）以下に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がない者を除

く。）でないこと。 
・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 
・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 
・雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 7 条の規定による届出の義務 

  （７）入札参加者（企業）は、国、地方公共団体、独立行政法人又は公共法人が発注した
研究施設における土木一式工事について、平成２８年度以降令和８年４月２３日まで
に元請けとして完了した業務実績が１件以上あること。 

  （８）上記（７）に掲げる工事の経験を有する主任技術者又は監理技術者を当該工事に
専任で配置できること。配置予定の主任技術者又は監理技術者は、一級土木工事施
工管理技士の資格を有していること。なお、監理技術者を配置する場合は、監理技
術者資格者証（建築又は土木）を有し、講習の受講を修了していること。 

（９）入札説明書６．現地確認を行っていること。 
 
３．電子入札システムの利用 

本件調達は電子入札システムで行う。なお、同システムによりがたい者は、紙入札方式に
よることができる。 

・https://www.ebs-cloud.fwd.ne.jp/CALS/Accepter/index.jsp?name1=06A0064006A00600 
 
４.入札説明書等及び仕様書の交付場所 
 （１）入札の方法等は別途交付する入札説明書によるので、必ず参照すること。 
 （２）入札説明書等の交付場所 
   茨城県つくば市小野川１６－２ 
   国立研究開発法人国立環境研究所 総務部会計課契約第一係及び当研究所ＷＥＢサイト 
   ＴＥＬ ０２９－８５０－２７７５ 

ＦＡＸ ０２９－８５０－２３８８ 
（担当：濱田） 

 



５.入札説明書等に対する質問 
(１)質問書提出期限 

    令和８年５月１４日（木）１６時００分まで 
 (２)提出方法 

電子メールによるデータ（指定様式（※））の送付とする（データ送付先:chotatsu@n
ies.go.jp）。なお、メールの件名を【質問の提出（令和７年度国立研究開発法人国立
環境研究所 新棟建設に伴う排水切り回し工事）（担当：濱田）】とすること。 
※当研究所ＷＥＢサイトに掲載（本公告掲載先と同一ページ） 

 
６． 回答書閲覧日時及び場所 
   令和８年５月２１日（木）１０時００分から令和８年６月１日（月）１４時００分まで

当研究所ＷＥＢサイト（詳細は入札説明書参照）において閲覧可能である。ただし、質問
のない場合は掲示しない。 

 
７． 入札及び開札の日時及び場所 
   令和８年６月１日（月）１４時００分 
   国立研究開発法人国立環境研究所 研究本館Ⅱ １階 第１会議室 

（茨城県つくば市小野川１６－２） 
 
８． 入札方法 
   入札金額については、１．（１）の業務に関する一切の費用を含めた額とする。 

 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に課税対象金額の１０％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その金額を切り捨てるものと
する。）をもって落札価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もった契約金額から課税額を除いた金額
を入札書に記載する。 

 
９． その他留意事項 
 （１）入札及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
 （２）入札保証金  免除 
 （３）契約保証金 納付。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の

納付に代えるものとする。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保
証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。なお、契約保証金の額、保
証金額又は保険金額は、請負代金額の 10 分の１以上とする。ただし、低入札価格調査
を受けたものとの契約については請負代金額の 10 分の３以上とする。 

（４）入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札書は無効とする。 

 （５）契約書作成の要否 要 
 （６）落札者の決定方法 

入札書に記載されている入札書の提出方法、競争参加資格、仕様等の要求要件を全て
満たし、仕様書において明らかにした性能等の要求要件のうち必須とされた項目の最低
限の要求要件を全て満たし、当該入札書の入札価格が国立研究開発法人国立環境研究所
契約事務取扱細則第１３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者
の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそ
れがあると認められるとき又は、その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者
とする。 

 
 


